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2050年カーボンニュートラルとは？
• 「カーボンニュートラル」とは、CO2の排出量をで
きるだけ減らして、森林などによる吸収と相殺し
て、プラスマイナス・ゼロにすること

• そのためには現在の膨大なCO2排出量をゼロ
近くに持って行く必要があり、どの国も成案（実
行案）を持っているわけではない。

• 次2枚のスライド国連IPCC（気象変動に関する
政府間パネル）のグラフ（気温上昇1.5℃シナリ
オ）とIEA（国際エネルギー機関）の削減対策（
2℃シナリオ）がその難しさを表している。



強烈な省エネが必要（1.5℃シナリオ）
10億トン
CO2/年

出典：IPCC「Global Warming of 1.5℃」

2050年まで
にCO2 排
出量ゼロ



IEA「CO2削減シナリオ」

出典：IEA「世界エネルギー見通し2018」

10億トン

持続可能2℃シナリオは2050年CO2半減、2070年ゼロ



難しさはこの10年間の実績で分かる

再エネを懸命に増やしたにもかかわらず

化石燃料がずっと8割を占め続けている

出典：REN21「
Renewables 2021」

風力・太陽光は2.4％



難しさの原因
• 「省エネ」はエネルギーを使わないこと。機械化、デ
ジタル化などでエネルギー消費は増え続けている。
一方生活レベルは落とせない。人口は20億人増え、
中進国・後進国はこれからもエネ消費を増す。

• 「再エネ」の中心は太陽光・風力。熱源には不向き。
世界のエネルギー消費の80％は熱需要（化石燃
料利用）。残り20％が電力消費（ここでも発電の
71％が化石燃料）

• 太陽光・風力はエネルギー密度が低く、火力（化石
燃料）や原子力（核燃料）に比べて数倍の設備量を
必要とし、大きな面積を必要とする。



日本の2050カーボンニュートラル
（CN)

• 熱需要には触れず、電源構成を議論

2050年電源構成（発電量割合）

• 再生可能エネルギー 約50～60％

• 原子力と（化石＋CCUS） 約30～40％

• 水素・アンモニア 約10%

• 発電量想定 約1.3～1.5兆kWh

注）「化石燃料＋CCUS」とは石炭・ガス火力などで発生するCO2を
回収・利用・貯留すること。「水素・アンモニア」は再エネ電力を利用
して水の電気分解による水素を製造、さらにアンモニアも作る。



CNで想定の再エネ電源設備量
GW（100万kW）

電源 現在設備量 2050CN 倍率

太陽光
55.8 260 4.66倍

風力 4.8 135 28.1倍

水力 50.2

バイオマス 6.8 60 1.04倍

地熱 0.6

合計 118.2 455

（2019年） （2050年）



2050CNの大きな問題

• 太陽光・風力に過大な期待。しかし、

• 国土が狭く、中緯度モンスーン地帯に属する地
理的条件から、太陽光は多雨で間欠性が大きく、
風力は欧米に比べて平均風速が低すぎる。

• 最終エネルギー消費に占める電力の割合30％。
産業・民生・輸送分野における熱需要が70％

• 再エネは熱需要に貢献できない。仮にグリーン
水素（再エネ電力による水電解）で熱需要に応え
るとしたら、太陽光では本州の約1/3をパネルが
占め、風車は日本海のほぼ全域を占める。



太陽光・風力はエネルギー密度が
小さい・微弱なエネルギー源

太陽光 洋上風力 原子力

出力密度
（MW/ｋｍ２）

50 2.3 2,080

年間稼働率 12% 50% 90%

年間発電量
（GWh/km2

年)

52.6 9.1 16,399

出典：英研究機関LUCID CATALYSTレポート2020年9月



日本熱需要：太陽光は本州の1/3

風力は日本海全域の面積が必要

出典：英LUCID CATALYSTレポート



太陽光・風力の本質
その1：間欠的で常に変動

• 電力は毎時毎秒需要と供給を合わせる必要がある。
したがって電源はコントロールセンターからの「給電指
令」に応じる必要がある。

• 太陽光・風力は自然条件に左右され、途切れ途切れ
で、いつも変動している。そのため「給電指令」に応じ
られない。

• したがって安定供給のためには、いつでも電力を供給
できるバックアップ電源（火力、水力、原子力）が必要

• 給電指令に応じられない電源（太陽光・風力）が応じら
れる電源（火力、水力、原子力）を代替することはでき
ない。 太陽光・風力が石炭火力の代わりを務
めることはできない



2. 低い稼働率

• 我が国の太陽光発電の平均稼働率（年間に定
格出力（kW）換算で働く時間数の割合）は13％
程度であり、風力発電の稼働率は20％程度

• 一方既存の火力発電、原子力発電の稼働率
は80％程度。太陽光は既存電源の1/6、風力
は1/4程度しか働かず、生産効率が低い

• 逆にいうと、設備量（kW）で太陽光は既存電源
の6倍、風力は4倍の設備（kW)を必要とする

投資コストが過大になる



単機のコストで比べてはならない

• 太陽光は同じ電力量（kWh）を得るために6倍
の設備量（ｋW）を必要とする。単機のコスト
比較は意味がない。設備投資が何倍にもな
るから。

• 太陽光・風力の電気は半製品。バックアップ
電源（火力・原子力）による変動のしわ取りと
強化された送配電網があって始めて需要家
に届ける製品（電気）となる コストを比
較するにはシステムコスト（電力系統側のコ
スト）を加える必要がある。



3. 過大な発電設備の発生
• 太陽光・風力は既存の安定電源（火力、原子
力、水力）を代替できないため、追加の設備と
して建設される 必然的に過剰発電設備
（kW）をもたらす（次スライドのドイツ例）

• 過剰な生産設備を持つ業界はそのままでは生
き残っていけない（例：米の生産における減反
政策）

• 過大な生産設備は自由市場の下で必ず市場
価格の低下をもたらす。生産設備全体の稼働
率の低下をもたらし、採算の悪化をもたらす。

太陽光・風力の最大の問題点である



ドイツの過大発電設備（2019末）

原子力

褐炭

一般炭

揚水

ガス

石油

風力

太陽光

バイオ

226

GW

最大需要
80

最大需
要の2.8

倍の設
備量



過剰設備と市場価格低下で
発電事業ピンチ

• FIT（固定価格買取制度）、FIP（プレミアム付き買取制
度）によって再エネの優先受入れ、優先買取が定めら
れているため、市場では必ず契約を成立させる必要が
あり、ゼロ入札価格の取り扱いが行われる。

• 再エネの投入が増えるほど市場価格は下がって行き、
他の安定電源（火力・原子力）の採算は悪化する。また
火力・原子力は自分の発電量（ｋＷｈ）を犠牲にする。

• ドイツでは既存の発電会社の経営が成り立たなくなっ
ている 第1位のエーオン社は発電事業から撤
退。第2位のRWE社も原子力と石炭火力を廃止し、発
電事業を止める ドイツから自国の発電会社が消
える危機



4. 「共食い現象」の発生

• 太陽光・風力は自然現象ゆえそれぞれが同
じ時間帯に同じような発電を行う

• 太陽光・風力設備が増えすぎると、時間帯に
よって発電量が需要量を上回り、どれかを止
めなければならなくなる お互いが足を
引っ張りあうという意味で「共食い現象」と呼
ばれる。九州電力管内ですでに発生

• 次スライドから見ると、太陽光の場合導入割
合（発電量）が20％に近づくと自身の価値が
1/4近くまで下がることが分かる



太陽光・風力発電の価値下落

出典：OECD/NEAレポート「脱炭素のコスト」



5. 過大な消費者負担
• 再エネ優先政策として欧州や日本では「固定価格買
取制度（FIT）」が採用されている。高めの価格で20年
間など長期の電力買取を保証し、事業者による建設
を促すもの

• しかし一方では高めの買取価格と安い卸売市場価格
の差を「賦課金」として消費者に課すため、消費者の
負担が増大している（次スライド）

• 我が国の賦課金による消費者負担額は2021年度2.7

兆円に達していて、消費税1％相当以上（次スライド）

• ドイツの家庭用電気料金は40円/kWhと世界1，2位を
争っている（次々スライド）



再エネ賦課金と買取費用の推移

経産省資料

2050年までの買取
費用総額は94兆円（
電中研試算）



ドイツの家庭用電力料金

40円/kWh

2007年から1.5倍、2000年から2倍 出典：Agora Energiewende



6. 地産地消の困難
～送配電網の強化～

• 太陽光・風力の変動を平準化するには対象地域を
できるだけ広範にして、需要と発電の偏りを少なくす
る必要がある。

• ドイツでは北部に風の強い地域があり、南部に需要
の多い工業地帯がある。北の大量の風力発電の電
気を南に送る送電幹線の新設や送配電網全体の強
化が必要。

• しかし、計画されている8000㎞のうち実際に建設さ
れたのはまだ750㎞に過ぎない。

• ルート上の住民による反対が原因。また地下ケーブ
ルとすることを求められ、建設コストの大幅アップが
懸念される 消費者の賦課金負担の増大



我が国：送電幹線建設の必要性
• 洋上風力4500万kW建設
の場合、北海道―関東を
結ぶ高圧直流海底電線（
400万kWx2)の新設が必
要
所要建設費:2.5～3.5兆円

• 西日本の連系線拡張には
1.2～1.3兆円必要

• 合計で3.8～4.8兆円のコス
トが掛かる。

出典：電力広域的運営推進機関レポート



7. それでも減らぬCO2排出量

• 我が国の太陽光発電の平均稼働率は13％。
残りの87％の時間はバックアップ役の火力発
電に依存する（風力発電も同様に残りの80％
の時間を火力に依存）

• ドイツも日本も電源の炭素排出係数では劣等
生（次スライド）。CO2削減に成功しているの
は水力と原子力の国（次々スライド）



ドイツ発電分野のCO2排出量推移

褐炭火力

一般炭火力一般炭火力
一般炭火力

出典：Agora Energiewende 2017レポート

ガス火力

2009年以降は増え気味



ＣＯ２削減に成功しているのは
水力と原子力の国

出典：METI情勢懇資料

注目



8. 蓄電池でも解決できない

• リチウムイオン電池の貯蔵量は蓄電池の使用
金属量（リチウム、コバルト、ニッケル）に比例
し、また金属量による制限を受ける。

• 太陽光・風力が沢山発電する時間帯に蓄電池
に充電して、電力が不足する時間帯（例：夕方、
夜間）に放電することは電力の安定供給に役
立つが、海外の実例では大型蓄電池でも１～
2時間分の貯蔵量(kWh)のものが多い。

• したがって太陽光・風力の短時間の変動吸収
には役立つが、長期の変動（昼夜間、1週間の
悪天候、季節間）には無力



我が国再エネの実態
日本は太陽光発電先進国

出典：経産省「2030年における再エネについて」2021年4月



しかし日本の太陽光発電コストは高い
（欧州vs日本）

出典：METI 2018年3月情勢懇資料



太陽光パネルは中国製



不適切な設置例

出典：経産省資料「再エネ主力電源化に向けて」2020年7月



太陽光発電今後の見通し

出典：経産省「2030年における再エネについて」2021年4月

年間150万kW程度が精
一杯



陸上風力は山間部へ

出典：経産省資料



陸上風力発電の現状と見通し
（2020年3月末時点）

出典：経産省「2030年に向けたエネルギー政
策の在り方」2021年4月

• 現在の導入量は4.2GW

• 認定未稼働は6.8GW、この内70％稼働で4.8GW

• 新規認定量はリードタイム、法アセスを考えると2030

年導入見込みで4.4GW

• 2030年見込みは合計で13.3GW



将来の本命は洋上風力（着床式）

赤：促進区域
黄：有望区域
緑：準備区域

出典：経産省「2030年の再エネ
について」2021年4月



しかし「風が弱い」

欧州年平均
10.0m/秒

日本年平均
7.7m/秒

m/秒

出典：東京大学大学院 本部和彦教授他「日本と欧州の洋上風力経済性比較」



日本の洋上風力は力不足
• 日本の沿岸は水深が急速に深くなる

• 着床式洋上風力の適地（遠浅）は英国の１/8

• 東大大学院本部和彦教授他のレポートによる
と、日本の4候補地と欧州の7既地点の年間平
均風速は日本が7.7m/秒、欧州が10m/秒と大
差がある

• 年間設備利用率（稼働率）に直すと日本35.4％
に対し、欧州は54.6％

• 発電コストも欧州12.6円/kWhに対し日本19.5

円/kWh 日本では買取価格25～26円が必要



風力でもカーボンニュートラル政策
は余りに大胆

• 政府の2050年カーボンニュートラル政策では風
力発電全体で135GW（3200億kWh)を目指す

• 内訳は陸上風力45GW、着床式45GW、浮体
式45GW 現在（4.2GW）の32倍

• 陸上は山地が増えて環境・経済的に成り立たず
洋上着床式は遠浅の海域が少ない。

• 高圧直流送電幹線の建設（4.8兆円）が必要だ
が、誰が費用負担するか、低い稼働率など問題
山積



水素に転換するのはどうか？

• 余剰となった再エネの電気を水の電気分解によっ
て水素に転換し、貯蔵、輸送、さらに発電に用いる
ことにより安定供給を図るアイデアがある

• 一番の問題はエネルギーの転換を経るたびにエネ
ルギー損失が生じ、エネルギー効率が低くなること。

水の電気分解で25%程度、水素の貯蔵・輸送で
10%程度、水素発電（タービン使用）で60％程度の

エネルギーが失われる。最終エネルギー効率は
25%程度となろう。



グリーン水素の問題

エネルギー効率悪化

電解水素

高圧輸送

燃料電池 水素自動車

出典：アバディーン大学 T.Baxter教授

タービン発電では
25程度に低下



アンモニアはどうか？

• アンモニア製造に必要な水素を何から作るか
が問題。グリーン水素は高コスト。天然ガス改
質によって得られる水素では改質工程で生じ
るCO2の発生が問題。仮にCCS（炭酸ガス回
収貯留）を行うブルー水素とするならば、CCS

工程で大量のエネルギー投入とコストを要する
であろう。

• アンモニアの発熱量（18.6GJ/T）は天然ガスの
発熱量（50GJ/T）に比べて1/3程度と低く効率
が悪い。燃焼速度が遅く、炎も安定しない。



CCSは政府の公共事業
• 過去20年間世界のCCS商業化はほとんど進んでいな
い。収入源であるCO2圧入による原油・ガスの3次回
収は地域が限られ、量も限られる

• CO2発生源は分散しており、回収、集荷、輸送、圧入
には大量のエネルギー投入が必要。プロジェクトのエ
ネルギー収支比が悪く、経済性を期待できない

• 安全なCO2地下圧入埋設場所の見通しが立たない

• 日本では政府による公共事業でしか成り立たないもの

• CO2の再利用（CCUS）も、グリーン水素（再エネ起
源）とCCSの組み合わせで合成燃料（例：メタン）を作
るのでは経済性がない。燃やせば元の木阿弥



安定再エネの開発現状(2020年3月）

導入量 認定量残

（万kW）万kW 目標達成率

中小水力 51 33％ 20

バイオマス 450 67％ 633

地熱 7 8% 3

合計 508 656

出典：経産省資料いずれも多くを望めない



現実的な2030年再エネの姿
最大でも28％程度

22.6％ 25.8％ 27.6％出典：経産省「2030年に向けたエネルギー政策のあり方」2021年4月



太陽光・風力拡大の困難さ

• 屋根上太陽光：戸建住宅2900万戸には不適な
もの多い。新築のシェア7割を占める中小工務
店の住宅では太陽光パネル設置は1割未満。
工場・倉庫などでも荷過重が小さく設置困難

• 営農型太陽光：年平均70万kW程度。主力農
産物なし。荒廃農地も再生困難なもの多い

• 直近の太陽光：新設は入札制度が取られてい
て、1回の応募・落札量がわずか20万kW（年4

回で80万kW)。

• 洋上風力：遠浅の適地少、浮体式の高コスト



そこで問います

• 政府（内閣府）は骨太の方針（経済財政運営と改
革の基本方針2021）の中で「グリーン成長戦略」
を政策の柱に挙げ、次のように述べている。

• 再生可能エネルギーに最優先の原則で取組み、
国民負担の抑制と地域との共生を図りながら最
大限の導入を促す。

• 原子力は、可能な限り依存度を低減しつつ、安全
最優先の原発再稼働を進める。

この通りに進めて本当にエネルギーの安定供給と
CO2削減ができるのだろうか？



自動車ライフサイクルCO2放出量
EVが果たして脱炭素の切り札か？

出典：IEA「Global EV Outlook 

2020」


